
保険証・適用に関する申請添付書類の説明 

 

Ⅰ．被扶養者認定 

※人事・給与の「扶養控除等（異動）申告書」等の届出は、健康保険組合事務処理と連動していませんので 

ご注意ください。健康保険組合は独立公法人につき別途手続きが必要であり扶養の認定基準も異なります。 

 

申請書類 

「被扶養者増減・異動届」（増：出生、結婚、離職 等） 

              （減：死亡、離婚、就職 等） 

添付書類 

 *１出  生 ･･･ 受理証明書等 出生(親子関係)の確認ができるもの 

*２結  婚 ･･･ 受理証明書等 結婚、配偶者の収入が確認できるもの 

*２離  職 ･･･ 離職票本紙等 離職，収入が確認できるもの  

  死  亡 ･･･ 死亡診断書等 死亡日の確認ができるもの 

  離  婚 ･･･ 受理証明書等 離婚日の確認ができるもの 

＊1 子は両親のうち収入の多い方の扶養となります。育休中の収入額も判定に考慮されます。 

＊2 雇 用 保 険（日額 3,612円以上） 

傷病手当金（日額 3,612円以上）  

出産手当金（日額 3,612円以上）は収入と見なされ、受給中は扶養認定できません。 

但し、雇用保険受給待機期間・給付制限期間は認定可能です。 

各手当金受給中は本人で、任意継続あるいは国民健康保険に加入の手続きが必要です。 

詳細は「被扶養者認定必要書類」（次ページ）参照 

 

 

Ⅱ．住所変更・氏名変更 

※SPIRIT 等による人事部への氏名変更・住所変更の届出とは連動していませんのでご注意ください。 

 

 

申請書類 

「保険証記載事項変更届」      

添付書類 

  氏名変更 ･･･ 受理証明書等 氏名の変更が確認できるもの 

 

 

 

 

 

※その他の保険証・適用に関する申請につきましては、原則添付書類は不要ですが、状況に応じて提出をお願い

する場合があります。 



被扶養者認定必要書類 

 

(注)原則として次のような場合は被扶養者に認定できません。 

・実生活上において生計維持関係(被扶養状況)にない方 

・年間収入額が１３０万円以上（月額１０万８千円以上）ある方 

(６０歳以上又は障害者の場合は、年間収入額が１８０万円以上（月額１５万円以上）ある方) 

・失業保険、傷病手当金、出産手当金（日額３，６１２円以上）を受給中の方 

・子の被扶養者認定申請時、収入額が被保険者より配偶者の方が多い場合 

《記号について》 ◎・・・該当の場合必ず提出していただく書類 

  △・・・新規の方および必要が生じたときに提出していただく書類 

新
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１
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歳
以
上

被扶養者増減異動届 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 健保ＨＰ

住民票　等 ※1＋A △ △ △ △ ◎ ◎ ◎ 市区町村長

出生日が確認できる証明書　※2 △ 市区町村長

入籍日が確認できる証明書　※3＋A ◎ 市区町村長

送金に関する証明書 ※4 ◎ ◎ 金融機関

学生(23才未満)以外 収入証明　※５ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市区町村長

学生(23才未満) 在学証明書　 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 学校長

受給しない方
雇用保険離職票２　原本
(左面にボールペンで大きく×をいれたもの)

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 退職した勤務先

雇用保険受給資格者証
（待機･給付制限期間記載）全面ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ﾊﾛｰﾜｰｸ

誓約書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 健保ＨＰ

雇用保険延長通知書　ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ﾊﾛｰﾜｰｸ

誓約書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 健保ＨＰ

受給終了
雇用保険受給資格者証
（「支給終了」押印済）　全面ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ﾊﾛｰﾜｰｸ

健康保険喪失証明・源泉徴収票　ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 退職した勤務先

直近３ヶ月以上の給与明細　ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

契約内容の証明書　※６ △ △ △ △ △

・直近の確定申告書　ｺﾋﾟｰ
・収支内訳書又は青色申告決算書　ｺﾋﾟｰ

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 税務署

個人事業の廃業届出書　ｺﾋﾟｰ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 税務署

収入証明　※5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市区町村長

最新の年金振込通知書　ｺﾋﾟｰ又は
年金改定通知書　ｺﾋﾟｰ※7 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 社会保険庁

収入証明　※5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市区町村長
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○提出書類だけで認定できない場合は、別途追加書類の提出をしていただく場合があります。 

○提出書類の（※）については次ページご参照ください。 



※１ 住民票等 

・３ヶ月以内に発行されたもの 

・世帯全員分のもの 

・続柄が入っているもの 

・マイナンバーが入っているもの 

○住民票だけで被保険者との続柄確認ができない場合、戸籍謄本（ｺﾋﾟｰ可）を提出してください。 

○住民票にマイナンバーが入っていない場合は「マイナンバーカード」「通知カード」いずれかの写しが必

要です。 

※２ 出生日が確認できる証明書 

・住民票、出生受理証明書、母子手帳出生届出済証明欄 等 (ｺﾋﾟｰ可) 

（両親の氏名、子の氏名・出生年月日が記載されているもの） 

※３ 入籍が確認できる証明書 

・婚姻受理証明書 

○外国籍の方で、被保険者と姓が異なる場合は外国人登録証（ｺﾋﾟｰ）を提出してください。 

※４ 送金を証明する書類 

・対象者の収入額以上 (少額の場合は最低年 80 万円程度以上)の送金額、定期的かつ継続性、送金人･受取人

日付が確認できる書類（手渡し不可） 

（銀行振込の控、現金書留の控等、直近３ヶ月分以上のもの(ｺﾋﾟｰ可)） 

※５ 収入証明 

・総収入金額がわかるもの 

給与所得者･･･課税・非課税証明書等 直近のもの(ｺﾋﾟｰ可) 

自家営業等･･･確定申告書 及び 収支内訳書または青色申告決算書控え 直近のもの(ｺﾋﾟｰ） 

【収入の範囲】 

・ 勤労による収入（パート、アルバイト、内職等を含む） 

・ 各種年金収入（厚生年金、国民年金、各種共済年金、船員保険年金、農業者年金、企業年金、遺族年金、 

障害年金等） 

・ 事業収入（自家営業、農業、漁業、林業等） 

・ 雇用(失業)保険給付金 

・ 健康保険、労働者災害補償保険等における休業補償的給付金（出産手当金、傷病手当金等） 

・ 不動産収入、利子収入、配当金収入 

・ 親族からの仕送り金等、その他収入と認められるもの 

※６ 契約内容の証明書 

○最低限以下の項目が確認できるもの 

・時給 

・１日の勤務時間及び１ヶ月の勤務日数 

※７ 最新の年金振込通知書又は年金改定通知書 

・年金は受給しているもの全てが対象になります。 


